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１．はじめに

都市の魅力の向上、及び活性化を図る上で、鉄

道の重要性が近年ますます増大している。鉄道が

都市の機能向上に貢献するには、都市整備と交通

整備の連携が重要であるといわれている。これま

では、まちづくりの計画主体と鉄道の計画・運営

主体が必ずしも同じ目標を持って一体的に計画参

加しているとは言いがたい状況にあった。しかし

ながら近年では、都市再生の必要性が高まる中、

新線建設において、また、既存駅の周辺開発事業

等において、都市と交通が適切に連携した事例が

多く見られるようになってきている。

横浜臨海部再生の新たな都市整備の交通手段と

して「みなとみらい線」（以下ＭＭ線と称す）が、

平成 16 年 2 月 1 日に全線開業した。この路線は計

画段階から、ハード、ソフトともに都市と鉄道と

の綿密な連携による一体的な整備が進められた。

本考察では、ＭＭ線を事例として、都市と鉄道の

連携方策の現状と課題について考察する。

２．ＭＭ線の概要

ＭＭ線は、横浜駅から「みなとみらい」地区を

経て関内､山下地区を通り、元町に至る延長 4.1km

の全線地下構造の新線である。なお、横浜駅は東急

東横線の高架駅を地下化し、共同使用駅となってい

る。

　本路線は、①みなとみらい２１地区の交通基盤の

確立、②横浜駅周辺地区とみなとみらい２１地区、

関内地区に続く横浜都心部の一体化と沿線の開発促

進及び業務地の基盤強化、③東急東横線との相互直

通運転によって、横浜都心部と東京都心部を直結す

る東京圏の広域ネットワークの一部としての役割、

といった位置付けがなされている。

図－１　みなとみらい線路線図

図－２　みなとみらい２１開発位置図
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みなとみらい２１事業は、横浜市臨海部の旧工

場や貨物駅などの 186ha を就業人口 19 万人、居住

人口 1 万人の新しい都市を創造するもので、事業年

度としては昭和 58 年から平成 22 年の 27 年にも及

ぶ長期的な計画である。平成 14 年の進捗状況は、

就業人口約 5 万人、進出企業 930 社、年間来街者数

4100 万人である。

３．これまでの鉄道と都市整備との連携

（１）計画段階での連携

　これまで既に市街地化された地域に新線を整備す

る場合、用地取得の困難性から、公共用の道路下の

地下鉄となることが多い。工事を進める上で支障す

る既存構造物（埋設管、建築物、基礎等）は現状保

全が原則であるため、防護等の補強対策費は増大す

る。その結果、更に深い位置での施工となり事業費

は多額になる傾向にある。

　また、都市施設と鉄道施設を合築する場合、工程

調整、費用負担、財産区分、安全対策等の協議が必

要となり、複数の管理者との協議には多大な労力と

時間を要する。さらには自らの出費が増えるリスク

が伴うため、計画主体としては、そうしたリスクを

避ける傾向にある。また、都市側と鉄道側との相互

の工程調整が重要であり、鉄道整備が早すぎると開

業後の需要は伸び悩み、遅すぎると先に建設された

支障構造物への防護等に費用がかかる。このため、

早い段階での明確な計画策定と連携に向けた協議が

必要となってくる。

　近年では、都市再生や社会資本整備のトータルと

してのコストダウンの意識が強まり、都市整備と鉄

道整備の連携が見られるようになってきた。

　

（２）財政的な連携

　これまで鉄道整備は、多額の費用を要することか

ら、鉄道事業者の負担を軽減する目的で、建設費に

対し各種の補助が行われてきた。他方、都市との連

携に関連して、請願駅方式による新駅設置がある。

これは、費用の全額あるいは一部を都市側が負担す

るもので、りんかい線の品川シーサイド駅や天王洲

アイル駅において実施された。しかし、駅設置によ

り地代の上昇などの都市側の利益を鉄道側に還元す

るためには、地域にもたらされる受益の範囲や負担

額を確定し、関係者間の合意を得る必要がある。

　なお現段階において、事業者間における負担割合

等は一般的なルールになっていない。

４．MM 線の整備における連携事例

（１）MM線における整備の考え方１）

　MM 線は、諸条件から道路や河川下に駅を設置す

ることとなり、各駅舎の深度が大きい状況にあった。

この場合、歩行者動線の迷路化、方向感覚の喪失、

地下空間における圧迫感、及び視認性の欠如が懸念

された。また、それぞれの駅が横浜市の都心に位置

すること、観光路線でありながら全線地下構造であ

るため港町ヨコハマの景色に触れることができない

ことから、駅を整備するにあたり、①地区を代表す

る駅として、各駅に個性的な空間を持たせること、

②オープンスペースの積極的な確保、③視認性の高

い快適な空間の確保、④周辺都市施設及び建築計画

との一体化を図り路線価値を高めること、が基本設

計方針として示された。その中で、鉄道の整備費用

が高騰している時代において、行政や鉄道事業者が

過大な費用を負担しないよう、さまざま方策がなさ

れた。

（２） 都市施設と鉄道施設の一体的な整備

（ａ）大規模商業施設と鉄道地下駅の合築

　みなとみらい駅は、みなとみらい２１中央地区の

中央部に位置し、クィーンズスクエアの地下に鉄道

駅をビルと一体的に計画整備した。この結果、仮設

構造物などの省略により全体の事業費の縮減が図れ

写真－１　吹き抜けで駅とビルが一体化

（みなとみらい駅）



たほか、駅と都市との一体性が実現した。

（ｂ）地下駐車場と駅の一体計画・施工

元町・中華街駅においては、ずい道のシールド

部分と駅開削部分の接続部の埋め戻し空間に横浜

市営駐車場を同時計画・施工し、仮土留め、掘削、

路面工、埋戻し等の工事費用などを相互に費用負

担することにより、駅構築費用の約 34%を縮減し

た２）。日本大通り駅においても、同様に駐車場が

設置された。

（ｃ）鉄道トンネル内に電力ケーブルを共同敷設

　鉄道トンネルの余裕空間を活用した事例として埼

玉高速鉄道において、導水管を鉄道トンネル内に敷

設した事例があるが、ＭＭ線では、大岡川及び本町

ト ン ネ ル （ み な と み ら い ・ 日 本 大 通 間 延 長

1.1km）に東京電力ケーブルを敷設して、鉄道側は

占有料金を得ることにより、関連事業収入をあげる

ことができた。東京電力側も独自で地上の架空線を

地下化することなく大幅なコスト縮減を図るともに、

都市景観上も美しい街並つくりに貢献している。

（３） 都市インフラとしての特色ある地下駅

　ＭＭ線の駅では、前述のコンセプトに基づき、駅

の中に「街」を持ちこむという観点から、各駅の建

築設計には、実績のある建築家が起用された。さら

に、デザイン関係の有識者や関係者を構成メンバー

とした「デザイン委員会」が設置され、各駅の設計

に関する共通の基本理念について検討が行われた。

　その上記設計理念の一つとして、地上の町の特性

や魅力、情報や雰囲気を地下空間（駅構内）に引き

込み表現し、町との連続性を演出し、街と一体化し

た駅を作り出すということが挙げられた３）。

　　　　

　その一例として、馬車道駅には、ドーム方式の大

空間とともに、巨大なレリーフ(高さ 4m、幅約 42

ｍ)が設置されている。これは旧横浜銀行本店の壁

面彫刻をほぼ原型で復元保存したもので、美術館の

ような地下空間となっている。

（４）鉄道整備費用の都市側の負担

（ａ）都市開発事業者等による受益者負担

 　ＭＭ線は、みなとみらい２１開発区域内を縦貫

し、その地区への主な交通手段となることから、事

　　図－３　駅と駐車場の一体計画・施工

　　　　

写真－２　馬車道駅ドーム

図－４　電力ケーブルの一体計画・施工

　　　　

写真－３壁面彫刻の保存･復元

（馬車道駅）
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業費の４分の１に当たる約 500 億円を、新駅周辺の

土地利用者から、受益者負担金として横浜市の都市

交通基盤整備基金を通じて建設事業費に充当された。

これは鉄道のもたらす開発利益を鉄道建設費に充当

するという考え方である。具体的な負担者は、三菱

地所㈱、都市基盤整備公団、横浜市、三菱重工㈱、

その他となっており、その負担額は駅設置に伴う土

地価格の上昇見込額をもとに算定している４）。こ

れらの資金は償還の必要がないものであり、鉄道経

営上は大きな貢献をしている。なお、この鉄道建設

に伴う受益者負担については、結果的には新規開発

地区である「みなとみらい２１」地区内の土地所有

者を対象としており、既成市街地地域には適用され

ていない。

（ｂ）請願駅方式による受益者負担

 新高島駅付近は､旧国鉄貨物駅が立地していた用地

であり、国鉄改革により国鉄清算事業団に承継され、

横浜市などに売却された。当初の予定では、駅設置

計画はなかったが、平成 9 年 1 月に新高島駅を請願

駅方式で必要な費用を横浜市港湾局、横浜市土地開

発公社などの開発者が負担することで、工事計画が

変更され追加された。その費用は約 200 億円であり、

駅設置費の全額である。

５．ＭＭ線整備と都市整備との連携の成功要因

上述のように都市と一体的に整備されたＭＭ線は、

開業後３ケ月平均で 13 万人（横浜駅を除く改札機

の平均通過人数）であり、当初予測の 14 万人には

至らなかったが、順調な伸びを示している。元町･

中華街地区等の都市観光客が急増しており、沿線の

ホテルや店舗も開通効果で客足が伸びているといわ

れている。元町･中華街駅付近には、鉄道の開業前

後から新規マンションが数多く立地し、新高島駅付

近に日産本社の移転が決定した。

　このようにＭＭ線において都市と鉄道の一体的な

計画・整備が成功した要因としては、以下のものが

考えられる。

（１） 理念の明確化

　前述のように、ＭＭ線の各駅の計画・設計にあた

っては当初からそれぞれの地区特性を生かした特色

ある駅の構造やデザインが追求され、有識者なども

入れたデザイン委員会を設置して検討が進められた。

このように、都市側との連携に関して、本路線の位

置付け・理念を早い時期に明確にして鉄道整備が進

められたことが大きく寄与しているものと思われる。

（２） 行政の役割

　利害関係が異なる主体の調整、複数の事業の連携

や資金調達などにおいて行政が大きな役割を果たし

ている。例えば受益者負担についても市の条例で、

一旦市の基金に入れてから支出している。ＭＭ線の

事業主体は横浜市が出資する第 3 セクターであり、

都市開発にも市が関与しており、両者の連携を図る

には好都合の立場にあったとも言える。

（３） 計画段階の調整・連携

　みなとみらい地区は､旧工場などの跡地を長期的

に開発したもので、計画段階から都市計画と鉄道整

備の調整や連携が可能であった。マスタープランの

段階において駅位置の検討を含め、鉄道側と都市と

の連携が積極的に進められてきた。このことは、ト

ータルとしてのコストダウンにつながったばかりで

なく、結果として、一部における受益者負担の実現

につながったとも推察される。

６．おわりに

　今後、都市再生を図る上で、都市と鉄道の連携は

ますます重要となる。ＭＭ線は都市と鉄道を一体的

に整備した事例として臨海部再生など他の事業にも

参考になるものと思われる。
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